
別添１ 
 
 
 

一般国道２０１号（八木山バイパス） 
に関する協定（その２） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



一般国道２０１号（八木山バイパス）に関する協定（その２）の一部を変更する協定 

 

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「機構」という。）と西日本高速

道路株式会社（以下「会社」という。）は、高速道路株式会社法（平成１６年法律第９９

号。以下「道路会社法」という。）第６条第１項及び独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構法（平成１６年法律第１００号。以下「機構法」という。）第１３条第１項の

規定に基づき、平成３１年３月２６日付けで締結した「一般国道２０１号（八木山バイパ

ス）に関する協定（その２）」の一部を次のように変更する協定を締結する。 

 

 

 

第１３条第１項「機構法第１２条第１項第８号」を「機構法第１２条第１項第９号」

に改める。 

 



別紙１－１および別紙１－２を次のとおり改める。 

 



（協定第４条第１項及び第５条第１項関連）

（機構法第１３条第１項第２号及び５号に定める協定記載事項）

別紙１－１

一般国道２０１号（八木山バイパス）

（福岡県糟屋郡篠栗町篠栗から福岡県飯塚市内住まで）に関する

工事の内容 及び 工事に要する費用に係る債務引受限度額



１．工事の内容 　

（１）　路線名

一般国道２０１号 （有料道路名　：　八木山バイパス）

（２）　工事の区間

(イ）　工事の区間 福岡県糟屋郡篠栗町篠栗 から

福岡県飯塚市内住 まで

（ロ）　延　　　　長 ５．７ キロメートル

（３）　工事方法

（イ）　事業方式 一般国道事業と有料道路事業による事業方式

（ロ）　道路の区分 第３種第２級（道路構造令）

別　　紙　　１



（ハ）　設計速度

から

まで

（ニ）　設計自動車荷重 　　２４５ｋＮ　(Ｂ活荷重）

（ホ）　車線の幅員 　　３．２５メートル

（へ）　車線数

から

まで

設　計　区　間

４ 車線 ４

福岡県飯塚市内住

４車線化車線

設　計　区　間
設計速度 延　　長

別　　紙　　１

摘　　要
（ｷﾛﾒｰﾄﾙ/時）

福岡県飯塚市内住

（ｷﾛﾒｰﾄﾙ）

福岡県糟屋郡篠栗町篠栗

６０ ５．７

工事施工 用地買収 摘　要

福岡県糟屋郡篠栗町篠栗



（ト）　路肩の標準幅員

(単位：メートル）

から

まで

（チ）　付加車線の標準幅員 － メートル

（リ）　中央帯の標準幅員 １．７５ メートル（土工部）

１．７５ メートル（橋梁部）

０．７５ ０．７５ １．５０

０．５０ ０．５０（長大橋）

計

０．５０ ０．５０

福岡県糟屋郡篠
栗町篠栗

福岡県飯塚市内
住

設　計　区　間

橋梁高架部分

－

左　側 計

土工（掘割）部分
０．７５×２ １．５０

０．７５×２ １．５０

摘 要
構造による区分 往復分離しない区間 往復分離する区間

左　側 右　側

別　　紙　　１

１．５０

１．００

橋梁高架部分

（中小橋）

トンネル部分

０．５０×２ １．００

－ １．００

０．７５ ０．７５



（ヌ）　他の道路との接続位置及び接続の方法

（４）　工事予算

７，３９４ 百万円（消費税込み）

接続の位置

篠栗

平面接続

町道内住地区２号線

県道飯塚大野城線 立体接続

他の道路の 接続の方法 備　　　考

路線名

一般国道２０１号

筑穂インターチェンジ

別　　紙　　１

福岡県糟屋郡篠栗町

内住

福岡県飯塚市

内住

福岡県糟屋郡篠栗町

立体接続



（５）　工事の着手および完成の予定年月日

①工事の着手年月日

イ 福岡県飯塚市内住（ＳＴＡ３９+１２）から福岡県飯塚市内住（ＳＴＡ４２+５３）

令和 年 月 日

ロ 福岡県糟屋郡篠栗町内住（ＳＴＡ３２+９１）から福岡県糟屋郡篠栗町内住（ＳＴＡ３６+０８）

令和 年 月 日

ハ 福岡県糟屋郡篠栗町篠栗（ＳＴＡ４+５４）から福岡県糟屋郡篠栗町篠栗（ＳＴＡ２５+５６）

令和 年 月 日

二 福岡県飯塚市内住（ＳＴＡ４２+５３）から福岡県飯塚市内住（ＳＴＡ５２+２３）

令和 年 月 日

ホ 福岡県糟屋郡篠栗町内住（ＳＴＡ３６+０８）から福岡県糟屋郡篠栗町内住（ＳＴＡ３７+６２）

福岡県飯塚市内住（ＳＴＡ５２+２３）から福岡県飯塚市内住（ＳＴＡ５７+７１）

令和 年 月 日

ヘ 福岡県糟屋郡篠栗町篠栗（ＳＴＡ０+８０）から福岡県糟屋郡篠栗町篠栗（ＳＴＡ４+５４）

福岡県糟屋郡篠栗町内住（ＳＴＡ３１+５１）から福岡県糟屋郡篠栗町内住（ＳＴＡ３２+９１）

福岡県糟屋郡篠栗町内住（ＳＴＡ３７+６２）から福岡県飯塚市内住（ＳＴＡ３９+１２）

令和 年 月 日

ト 福岡県糟屋郡篠栗町篠栗（ＳＴＡ２７+４４）から福岡県糟屋郡篠栗町内住（ＳＴＡ３１+５１）

令和 年 月 日

チ 福岡県糟屋郡篠栗町篠栗（ＳＴＡ２５+５６）から福岡県糟屋郡篠栗町篠栗（ＳＴＡ２７+４４）

令和 年 月 日

１

６ ２ １

６ ４ １

１

５ ７ １

５ ８

６ ７ １

元 ５ １

別　　紙　　１

５ ４ １

５ ６



リ 福岡県糟屋郡篠栗町篠栗（ＳＴＡ０+８０）から福岡県飯塚市内住（ＳＴＡ５７+７１）（Ⅰ期線部）

令和 年 月 日

・ なお、一般国道事業と有料道路事業による事業方式における工事の着手年月日とは、各区間の全ての範囲について、

会社が一般国道事業者から事業引継ぎを受ける年月日をいう。

②工事の完成予定年月日 令和 年 月 日（供用開始）

令和 年 月 日（残事業完成）

２．工事に要する費用に係る債務引受限度額

百万円（消費税込み）

（うち、助成対象基準額 ７，８８４ 百万円）（消費税込み）

８ ３ ３０

７ ３ ３０

別　　紙　　１

８，２５５

７ ３ ２９



（協定第４条第１項及び第５条第１項関連）

（機構法第１３条第１項第２号及び５号に定める協定記載事項）

別紙１－２

一般国道２０１号（八木山バイパス）

（福岡県飯塚市内住から福岡県飯塚市弁分まで）に関する

工事の内容 及び 工事に要する費用に係る債務引受限度額



１．工事の内容 　

（１）　路線名

一般国道２０１号 （有料道路名　：　八木山バイパス）

（２）　工事の区間

(イ）　工事の区間 福岡県飯塚市内住 から

福岡県飯塚市弁分 まで

（ロ）　延　　　　長 ７．６ キロメートル

（３）　工事方法

（イ）　事業方式 一般国道事業と有料道路事業による事業方式

（ロ）　道路の区分 第３種第２級（道路構造令）

別　　紙　　１



（ハ）　設計速度

から

まで

（ニ）　設計自動車荷重 　　２４５ｋＮ　(Ｂ活荷重）

（ホ）　車線の幅員 　　３．２５メートル

（へ）　車線数

から

まで

工事施工 用地買収

４ ４車線化

福岡県飯塚市弁分

車線

設　計　区　間
設計速度 延　　長

別　　紙　　１

摘　　要
（ｷﾛﾒｰﾄﾙ/時）

福岡県飯塚市弁分

（ｷﾛﾒｰﾄﾙ）

福岡県飯塚市内住

６０ ７．６

設　計　区　間 摘　要

福岡県飯塚市内住

４ 車線



（ト）　路肩の標準幅員

(単位：メートル）

から

まで

（チ）　付加車線の標準幅員 － メートル

（リ）　中央帯の標準幅員 １．７５ メートル（土工部）

１．７５ メートル（橋梁部）

往復分離しない区間 往復分離する区間

１．００

０．７５ ０．７５ １．５０

１．００

橋梁高架部分

（中小橋） ０．７５×２ １．５０ ０．７５ ０．７５ １．５０

０．５０ ０．５０

０．５０ ０．５００．５０×２ １．００

福岡県飯塚市内
住

福岡県飯塚市弁
分

設　計　区　間

橋梁高架部分

（長大橋）

トンネル部分

構造による区分

－ －

左　側 計

土工（掘割）部分
０．７５×２ １．５０

左　側 右　側 計
摘 要

別　　紙　　１



（ヌ）　他の道路との接続位置及び接続の方法

（４）　工事予算

３，８１１ 百万円（消費税込み）

（５）　工事の着手および完成の予定年月日

①工事の着手予定年月日

イ 福岡県飯塚市内住（ＳＴＡ５７+７１）から福岡県飯塚市弁分（ＳＴＡ１３３+７１）（Ⅰ期線部）

令和 年 月 日

ロ 福岡県飯塚市内住（ＳＴＡ５７+７１）から福岡県飯塚市弁分（ＳＴＡ１３３+７１）

令和 年 月 日

・ なお、一般国道事業と有料道路事業による事業方式における工事の着手年月日とは、各区間の全ての範囲について、

会社が一般国道事業者から事業引継ぎを受ける年月日をいう。

②工事の完成予定年月日

イ 福岡県飯塚市内住（ＳＴＡ５７+７１）から福岡県飯塚市弁分（ＳＴＡ１３３+７１）（Ⅰ期線部供用開始）

令和 年 月 日

ロ 福岡県飯塚市内住（ＳＴＡ５７+７１）から福岡県飯塚市弁分（ＳＴＡ１３３+７１）

令和 年 月 日

９ １２ １

１２ ３ ３１

別　　紙　　１

他の道路の 接続の方法 備　　　考

路線名

県道飯塚大野城線

接続の位置

内住

立体接続 筑穂インターチェンジ

市道舎利蔵線 穂波西インターチェンジ

一般国道２００号 立体接続 穂波東インターチェンジ

福岡県飯塚市

舎利蔵

福岡県飯塚市

弁分

福岡県飯塚市

立体接続

７ ３ ３０

７ ３ ２９



２．工事に要する費用に係る債務引受限度額

４，３６８ 百万円（消費税込み）

（うち、助成対象基準額 ４，１７２ 百万円）（消費税込み）

別　　紙　　１



別紙３を次のとおり改める。 

 



修繕に係る工事に要する費用に係る債務引受限度額

別紙３

（協定第5条第2項関連）

（機構法第13条第1項第5号に定める協定記載事項）



修繕に係る工事に要する費用に係る債務引受限度額

（消費税込み）

年度 債務引受限度額

Ｒ７ 394百万円

Ｒ８ 395百万円

Ｒ９ 396百万円

Ｒ１０ 397百万円

Ｒ１１ 397百万円

Ｒ１２ 523百万円

Ｒ１３ 523百万円

Ｒ１４ 523百万円

Ｒ１５ 523百万円

Ｒ１６ 523百万円

Ｒ１７ 523百万円

Ｒ１８ 523百万円

Ｒ１９ 523百万円

Ｒ２０ 523百万円

Ｒ２１ 523百万円

Ｒ２２ 523百万円

Ｒ２３ 523百万円

Ｒ２４ 523百万円

Ｒ２５ 523百万円

Ｒ２６ 523百万円

Ｒ２７ 523百万円

Ｒ２８ 523百万円

Ｒ２９ 523百万円

Ｒ３０ 523百万円

Ｒ３１ 523百万円

Ｒ３２ 261百万円

　（注）上記記載の債務引受限度額については、限度額に残余が生じた場合は、

　　　繰り越しを認めるものとする。



別紙４を次のとおり改める。 

 



災害復旧に要する費用に係る債務引受限度額

別紙４

（協定第6条第1項関連）
（機構法第13条第1項第6号に定める協定記載事項）



災害復旧に要する費用に係る債務引受限度額

（消費税込み）

債務引受限度額 276百万円



別紙５を次のとおり改める。 

 



道路資産の貸付料の額

別紙５

（協定第8条第1項関連）

（機構法第13条第1項第8号に定める協定記載事項）



西日本高速道路株式会社に対する道路資産の貸付料

（消費税込み）

うち盛土・切土・
のり面構造物等分

うち橋梁・
トンネル等分

Ｒ６ 1百万円 0百万円 1百万円 0百万円 1百万円

Ｒ７ 1,118百万円 90百万円 574百万円 156百万円 418百万円

Ｒ８ 1,116百万円 90百万円 573百万円 156百万円 417百万円

Ｒ９ 1,119百万円 90百万円 574百万円 156百万円 418百万円

Ｒ１０ 1,115百万円 90百万円 570百万円 155百万円 415百万円

Ｒ１１ 1,110百万円 89百万円 566百万円 154百万円 412百万円

Ｒ１２ 1,189百万円 83百万円 528百万円 144百万円 384百万円

Ｒ１３ 1,190百万円 83百万円 529百万円 144百万円 385百万円

Ｒ１４ 1,185百万円 82百万円 525百万円 143百万円 382百万円

Ｒ１５ 1,178百万円 82百万円 519百万円 141百万円 378百万円

Ｒ１６ 1,174百万円 81百万円 516百万円 140百万円 376百万円

Ｒ１７ 1,190百万円 83百万円 529百万円 144百万円 385百万円

Ｒ１８ 1,152百万円 78百万円 499百万円 136百万円 363百万円

Ｒ１９ 1,162百万円 80百万円 507百万円 138百万円 369百万円

Ｒ２０ 1,125百万円 75百万円 478百万円 130百万円 348百万円

Ｒ２１ 1,112百万円 73百万円 468百万円 127百万円 341百万円

Ｒ２２ 1,103百万円 72百万円 460百万円 125百万円 335百万円

Ｒ２３ 1,092百万円 71百万円 452百万円 123百万円 329百万円

Ｒ２４ 1,085百万円 70百万円 446百万円 121百万円 325百万円

Ｒ２５ 1,081百万円 70百万円 442百万円 120百万円 322百万円

Ｒ２６ 1,072百万円 68百万円 435百万円 118百万円 317百万円

Ｒ２７ 1,060百万円 67百万円 426百万円 116百万円 310百万円

Ｒ２８ 1,069百万円 68百万円 434百万円 118百万円 316百万円

Ｒ２９ 1,040百万円 64百万円 410百万円 111百万円 299百万円

Ｒ３０ 1,030百万円 63百万円 402百万円 109百万円 293百万円

Ｒ３１ 915百万円 49百万円 310百万円 84百万円 226百万円

Ｒ３２ 381百万円 15百万円 96百万円 26百万円 70百万円

年度
うち構築物等分

貸付料

うち土地・家屋分



別紙６を次のとおり改める。 

 



計画料金収入の額

別紙６

（協定第9条第1項関連）



西日本高速道路株式会社における計画料金収入

（消費税込み）

年度 計画料金収入

Ｒ６ 10百万円

Ｒ７ 1,788百万円

Ｒ８ 1,783百万円

Ｒ９ 1,783百万円

Ｒ１０ 1,774百万円

Ｒ１１ 1,769百万円

Ｒ１２ 1,959百万円

Ｒ１３ 1,958百万円

Ｒ１４ 1,947百万円

Ｒ１５ 1,941百万円

Ｒ１６ 1,935百万円

Ｒ１７ 1,930百万円

Ｒ１８ 1,914百万円

Ｒ１９ 1,903百万円

Ｒ２０ 1,893百万円

Ｒ２１ 1,887百万円

Ｒ２２ 1,872百万円

Ｒ２３ 1,861百万円

Ｒ２４ 1,851百万円

Ｒ２５ 1,845百万円

Ｒ２６ 1,830百万円

Ｒ２７ 1,819百万円

Ｒ２８ 1,808百万円

Ｒ２９ 1,803百万円

Ｒ３０ 1,787百万円

Ｒ３１ 1,777百万円

Ｒ３２ 881百万円



別紙７を次のとおり改める。 



 

 
（協定第11条関連） 

（機構法第13条第1項第9号に定める協定記載事項） 

 

 

 

 

 

料金の額及びその徴収期間 
 

 

 

  

別紙７ 



１．（２）①を次のとおり改める。 
①障害者割引 

   イ 割引をする自動車 
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により交付されてい

る身体障害者手帳又は療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号厚生事
務次官通知「療育手帳制度について」別紙）の定めるところにより交付を受けている療育手帳
（以下「手帳」という。）に、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１４条に基づく福祉
に関する事務所（市町村及び特別区が設置したものに限る。）若しくは当該事務所を設置して
いない町村又は西日本高速道路株式会社及び他の有料道路事業者が共同で設ける申込窓口に
おいて、以下の（イ）又は（ロ）の要件を満たすものとして、西日本高速道路株式会社が別に
定めるところにより事前に自動車登録番号又は車両番号等必要事項の記載の手続きがなされ
た自動車。 

（イ）手帳の交付を受けている者が、手帳を携行して自ら運転する自動車のうち日常生活の用に
供され、本人又はその親族等が所有する自動車（営業用の自動車を除く。）で、西日本高
速道路株式会社が別に定めるもの。 

（ロ）手帳の交付を受けている者のうち、重度の障害を持つ者として身体障害者福祉法施行規則
（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に定める障害の等級又は「療育手帳制度の実
施について（昭和４８年９月２７日児発第７２５号厚生省児童家庭局長通知）」の第三に
定める障害の程度に基づき西日本高速道路株式会社が別に定める者（以下「重度障害者」
という。）が手帳を携行して乗車し、その移動のために本人以外の者が運転する自動車の
うち日常生活の用に供され、当該重度障害者又はその親族等が所有する（これらの者がこ
れらの自動車を所有していない場合にあっては当該重度障害者を継続して日常的に介護
している者が所有する）自動車（営業用の自動車を除く。）で、西日本高速道路株式会社
が別に定めるもの。 

なお、上記自動車がＥＴＣシステムを利用して無線通信により料金所を通行し、通行料金の
納付を行おうとする場合は、西日本高速道路株式会社が別に定めるところにより事前に登録が
なされた、ＥＴＣクレジットカード又はＥＴＣパーソナルカードと車載器をともに使用する場
合に限る。 

また、上記（イ）又は（ロ）の要件を満たす自動車以外の自動車であっても、西日本高速道
路株式会社が別に定めるものについては、西日本高速道路株式会社が別に定めるところにより
本割引を適用するものとする。ただし、当該自動車がETCシステムを利用して無線通信により
料金所を通行し通行料金の納付を行おうとする場合は、西日本高速道路株式会社が別に定める
方法により通行する場合に限る。 

   ロ 割引率 
割引率は５０パーセント以下とする。 

 
２．のうち、「令和７年４月１日」を「令和７年３月３０日」に改める。 

 



 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、記名押印の上、各々１通を保有

する。 

 

令和７年 ３月２４日 

 

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構 

理 事 長         高 松   勝 

 

 

 

 

 

西日本高速道路株式会社 

              代表取締役社長      芝 村  善 治 

 

 

 


